
学校の騒音測定をしていますか？

　1.　検査項目 騒音レベル
　2.　検査回数 毎学年2回定期に行う
　3.　検査場所 授業が行われる日の授業が行われている時間帯において、
  各階1以上の騒音の影響が大きい教室。
　4.　検査方法 普通教室に対する工作室、音楽室、廊下、給食施設及び運動場等の校内騒
  音の影響並びに道路その他の外部騒音の影響があるかどうかを調べ騒音の
  影響の大きな教室を選び、児童生徒等がいない状態で、教室の窓側と廊下
  側で、窓を閉じたときと開けたときの等価騒音レベルを測定する。
  等価騒音レベルの測定は、JIS C 1509に規定する積分・平均機能を備える
  普通騒音計を用い、A特性で5分間、等価騒音レベルを測定する。
  特殊な騒音源がある場合は、JIS Z 8731に準じて測定を行う。
　5.　判定基準 教室内の等価騒音レベルは、窓を閉じているときはLAeq 50 dB以下、窓を
  開けているときはLAeq 55 dB以下であることが望ましい。
　6.　事後措置 窓を開けたときの等価騒音レベルが55 dB以上となる場合は、窓を閉じる
  等、適切な方法によって音を遮る措置を講ずるようにする。
  判定基準を超える場合は、騒音の発生を少なくするか、授業を行う教室を騒
  音の影響が少ない教室等に替える等の適切な措置を講ずるようにする。

NL-28

文部科学省が定める「学校環境衛生基準」の概要



測定イメージ

機器構成

ある時間内で変動する騒音レベルのエネルギーを、同時間内の定常騒音のエネルギーに置きかえることです。
騒音計（LAeq機能付）では、自動的に演算し、等価騒音レベルを測定します。

時間t1～t2の間に騒音レベルが47 dB～60 dBの範囲で変動しています。
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等価騒音レベル（LAeq）とは

騒音レベルのエネルギーを、定常騒音のエネルギーに置き換えると53 dBとなり、
これが等価騒音レベルとなります。
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●計量法普通騒音計、JIS C 1509-1 : 2017 クラス2に
　適合する、超小型・超軽量、高性能型の騒音計です。

●基準で定められた「5分間のLAeq」が測定できます。

文部科学省が定める『学校環境衛生基準』に沿った騒音測定ができます。

●計量法普通騒音計、JIS C 1509-1 : 2017 クラス2に適合。

●測定中に発生した突発的な雑音を演算から除外することができる、
　直前データ除去機能（バックイレース機能）を搭載。

●長期間の騒音レベルをSDカードに保存することができます。

●専用管理ソフトを使用すると、騒音レベルの変動が把握できます。

普通騒音計
NL-43EX

より詳細な測定が可能になります。

普通騒音計（検定付き）
NL-28

騒音計専用三脚
ST-80

 品　名 型　式
普通騒音計（検定付き） NL -28
音響校正器  NC-75
騒音計専用三脚   ST-80

音響校正器
NC-75
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この印刷物は環境に配慮したUVインキを使用しています。

https://svmeas.rion.co.jp/

当社は、認定基準としてISO/IEC 17025を用い、認定スキームをISO/IEC 17011に従って運営され
ているJCSSの下で認定されています。JCSSを運営している認定機関（IAJapan）は、アジア太平洋
認定協力機構（APAC）及び国際試験所認定協力機構（ILAC）の相互承認に署名しています。当社の
品質保証課は、国際MRA対応JCSS認定事業者です。JCSS 0197は品質保証課の認定番号です。




